
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （石油公団の経営内容の分析と評価）

国 【事業主体】
債 わずかに 累計債務保証料収入231.86 億円

下回る 損失処理した求償権
石油自 務 (約900万円) 代位弁済▲231.95 億円 37億円

石 主開発
の推進 探 保 （探鉱投融資事業等の財務の現状） 〈財務諸表分析（85社分)/平成8年度末現在〉

油 通
探鉱投融資等資金 石 鉱 証

審 313億円(H8) 融資債権 4,485億円 保証債務 1,669億円
商 出資金 → 投 事

議 〈ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ分析/平成9年度末現在〉
諮 融 業 元利支払進行 333億円 償還進行 1,344億円

会 問 産
・ 資 元本据置期間中 459億円 償還開始前 325億円 【通商産業省の見通し】 出資金
答 ・

総 申 業 国家備 油 債 3,692億円 6,975億円 前提条件 3,591億円
合 蓄の充 利息棚上げの債権 514億円 損益の見通し 損益の見通し
エ 実 務 探 3550 142* について詳細 16.1ドﾙ/バｰﾚﾙ について詳細
ネ 大 ･左の会社に係る保証債務額 な分析を行う 110円/ドﾙ な分析を行う
ル 資金 保 鉱 ･償還が順調な1,344億 ことが有意義 ことが有意義
ギ 財 借入金・債 調達 706億円 円の内数 なもの なもの
｜ 臣 → 券 ← 証 投 長期未収金 ～ 20.7ドﾙ/バｰﾚﾙ
調 投 7,087億円 公 696 11* 求償権 115億円 * 145円/ドﾙ
査 (H8) 事 融
会 資 は､回収可能性について注意深 ＊ は､国際取り決めにより相手国政府

償還 7,203億円(H8) 業 資 く見守る必要のあるもの から返済が合意されているもの 出資回収
金 ← 配当

↑ 利子補給 事 含み益
解散 融資債権 保証債務 出資金 解散に伴い相当部分に → 回 収 ▲6,870億円 ←

965億円(H8) 団 業 ついて回収の見込みが 不能額 ～▲5,140億円
補給金 → 予定 1,801億円 268億円 1,397億円 → 立っていない債権等 （投融資効果の現状）

↑ 3,547億円 → 今後の 4,380億円 ←
1,821億円(H8) 収 益 ～8,900億円

交付金 → (非計上) 求償権 80億円 原油輸入 探鉱開発
回収可能と見込まれる額は収益に計上 最 終 ▲2,490億円 コスト

投融資 棚上利息 1,661億円 ← → 損 益 ～3,760億円 確保効果 (明確でない)
累計額
1兆7261

億円
損益の見通しに 昭和40年代に比べ
は大きな幅あり 昭和50年代以降は

損失処 投融資損失引当金 引当金残 1,179億円 適切な引当金の計上が必要 低下
理総額 (引当限度額は投融 ← → 油価・為替が
4,081 資残高の２分の1) 残高は経年的に減少 変動要因

億円
↑ 解散は近年 ↓

損失 増加
引当金取崩 ▲3,805億円 処理 適時適切に損益の動向 ↓
累計額 ← を見通し、的確な措置

が必要 → ・投融資の効果の検証を進
総事業 めることが不断の課題
収入累 ほぼ全額が昭和40 ・ディスクロージャーの一
計額 利息・配当・特別負担 配当収入 年代の企業 自主開発原油の輸入を確保す → 層の推進が必要
7,074 金収入累計額 6,139億円 ← (1,557億円) → る上で、投融資の重点化を図

億円 ることを検討することが必要

国 国家石油備蓄基地
家
石 備 蓄 保管コスト (H8) 減価償却費等を除く
油 (減価償却費等を除く) 経費でみると割安
備 利用料は交 年間 1,132円/kl
蓄 付金で支出
事 1,760億円 ↓
業 元本の償還は要しない (H8) 民 間 石 油 会 社

(H7・H9閣議決定) 引き続き、
タンク借上料(H8) ・基地利用料の算定方式の見直し 事業の一層

備蓄石油購入 必要な補給 (減価償却費等を除く) (運転経費の節減) → の効率化が
償 購入元本 1兆2,852億円(H8末) 利 金総額 年間 1,539円/kl ・備蓄石油の新規積み増しの抑制 課題
還 補子 (減価償却費の負担軽減)
計 給は 9,376億円
画 国家石油備蓄基地建設 金 (H9～H27) ↑

要償還元本 9,866億円(H8末) (石油公団試算) 国家石油備蓄事業を継続する
には多額の公的資金が必要

元本は備蓄基地からの回収金（元々は
石油公団から受けた利用料）で償還


